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（平成16. 4 . 1 現在） 

36万  300円（42.1歳）    31万7,600円（43.0歳） 

  一般行政職　　　　　  技能労務職 
職 員 数（A） 

１人当たりの給与費（B/A）  699万5,000円 

 
1,660人 

 給　　　料　    70億2,246万8,000円 

職 員 手 当        16億4,125万         円 

期末勤勉手当        29億4,779万4,000円 

合　計（B）    116億1,151万2,000円 

（         　  ） 

給
　
与
　
費 

平成1 6年度  
普通会計予算 

大学卒　17万7,400円　20万1,300円 

高校卒　14万8,500円　16万   200円 

高校卒　14万8,500円　16万   200円　　　   13万6,000円　14万5,500円 

富　　士　　市　　　　　　　　　　国 

初　任　給 
 

採用 2 年経過 
日の給料月額 初　任　給 採用 2 年経過 

日の給料月額 
 

 
Ⅰ種　17万9,800円　19万8,600円 

Ⅱ種　17万   700円　18万4,400円 

Ⅲ種　13万8,800円　14万8,500円 

（平成16. 4 . 1 現在） 

区　　　分 

一    般 
行 政 職 

技能労務職 

（平成16. 4 . 1 現在） 
区　分　  期末手当　   勤勉手当 

６月期 

12月期 

合　計 

1.4月分 

1.6月分 

3.0月分 

0.7月分 

0.7月分 

 

1.4月分 

  

区　　分 １　級　２　級　  ３　級　  ４　級　  ５　級　  ６　級　７　級　８　級　　　 

標　準　的 

な　職　務 

職　員　数 
　（男） 
　（女） 

構　成　比 

前年の構成比 

主事補    主　事    上席主事    主　幹    統括主幹　課　長   
技師補    技　師    上席技師    主　査    参 事 補   参　事 

2.8％　  19.9％　   22.7％　   28.1％　   13.9％　   10.0％　  1.2％　   1.4％　100.0％　

合　計 

（平成16. 4 . 1 現在）

部参事　部　長  

    34人       174人　    185人　    258人　    125人　　 92人　    12人　    12人 
（23人）（126人）（107人）（208人）（120人） （91人）（12人）（12人）   892人 
（11人）（  48人）（  78人）（  50人）（    5人） （  1人）（  0人）（  0人） 

  3.8％　  19.5％　   20.7％　   28.9％　   14.0％　   10.3％　  1.4％　   1.4％　100.0％ 

 

大学卒　28万3,633円　33万6,703円　39万2,900円 

高校卒　23万4,683円    28万7,850円    34万3,300円 

高校卒　21万7,933円    25万4,967円    30万   954円 

区          分　    経験年数10年    経験年数15年    経験年数20年 

一 般 
行政職 

技 能 
労務職 

 
（平成16. 4 . 1 現在） 

 

普通会計の人件費には、市長や議
員などに支給される給料、報酬など
を含んでいます。 職員手当とは扶養手当、住居手当な

どの諸手当で、退職手当は含まれてい
ません。

一般行政職とは一般行政事務に従事す
る事務・技術職員をいい、技能労務職は
清掃業務員、給食調理員などをいいます。

市職員の給与は、地方公務員法により、国や
他の地方公共団体の職員及び民間企業の従業員
の給与、生計費などを考慮して定められ、市議
会で可決された給与条例に基づいて支給されて
います。
また、定員はその上限が職員定数条例に定め

られています。

（ 　　　  ）

歳 出 総 額 （A）     

人　　件　　費　（B）　 

 

 

平成 1 5年度  
普通会計決算 

歳出総額（A） 

人  件  費（B） 

 678億2,219万4,000円 

148億2,273万1,000円 
 

人件費の比率（Ｂ）/（A）       21.9% 

平成14年度の人件費の比率   22.9%

給与などの状況

給
与
決
定
の
仕
組
み

職制上の段階、職務の級など
による加算措置があります。支
給割合は国と同じです。

（ 8 ）



（平成15年度） 

富　　士　　市 
区　分 

勤続20年 

勤続25年 

勤続35年 

最高限度 

勧奨による 
加算措置 

自己都合に 
よる退職 

勧奨・定年 
による退職 

21.0  月分 

33.75月分 
47.5  月分 

60.0  月分 

21.0  月分 
33.75月分 

47.5  月分 
60.0  月分 

28.0875月分 

43.335月分 

60.99月分 
60.99月分 

44.55月分 
62.7  月分 

62.7  月分 
定年前早期退職特例措置 
　   （ 2 ～20％加算） 

定年前早期退職特例 
措置（ 2 ～20％加算） 

勧  奨  に 
よる退職 

定  年  に 
よる退職 
28.875月分 34.65月分 

1人当たり 
の平均金額 

平均年齢 

1,077万 
　    700円 

43.5歳 60歳 54.7歳 

3,031万 
　7,400円 

2,992万 
    1,000円 

 

国 
自己都合に 
よる退職 

　（普通会計分・平成15年度決算）

調整手当 

時  間  外 
手　　当 

特殊勤務 
手　　当 

職員 1 人当たりの平均支給年額 

給料、扶養手当及び管理職手当の合計額の 6 ％ 

職員 1 人当たりの平均支給年額 

通常の勤務時間を超えて勤務したときに支給 

支給対象者 1 人当たりの平均支給年額 

危険、困難、不快、不健康な業務についたとき 
に支給（清掃作業手当、特殊施設勤務手当、消 
防手当、防疫作業手当など） 

24万6,791円 

24万7,411円 

  7万1,671円 

（平成16. 4 . 1 現在）

区  　分　　　　　　　内　　　　　　　容 

扶養手当 

住居手当 

通勤手当 

配偶者　　　　　　　　　  月額　  1万3,500円 
その他の扶養親族 
（1）2 人まで 1 人につき　  月額　　　6,000円 
（2）その他　　　　　　　  月額　　　5,000円 

借家の職員 
　家賃などに応じて算出した額 
　　　　　　　     月額　6,700円～  2万7,000円 
持ち家の職員　     月額　6,700円 

交通機関利用者   運賃相当額 
交通用具使用者   通勤距離 2 km以上の人につい 
　　　　　　　   て通勤距離に応じて算出した額 
　　　　　　　     月額　6,500円～  2万4,400円 
その他　　　　     月額　3,200円 

 

職　　　員　　　数 対　前　年　差　引　内　訳 

平成16年 差　引 主　な　増　減　理　由 

12  

206 12 24 事務の所管替えによる増 
国体関連業務終了による減 

88

308 11

4

2 子育て支援事業充実による増 
くすの木学園通所施設化による減 
ISO14001認証取得に伴う業務増による増 
退職者の補充をしなかったことによる減 188

4

39

19

201 4 狭あい道路拡幅事業などの業務増による増 
事務統廃合による減 

1,065 △1 35 36

330 3 9 公民館長の正規職員化による増 
事務統廃合による減 

260

590 12

519  
53 1 1

1

欠員補充による増 

52

57

議　　会 

総務企画 

税　　務 

民　　生 

衛　　生 

労　　働 

農林水産 

商　　工 

土　　木 

小　　計 

教　　育 

消　　防 

小　　計 

病　　院 

水　　道 

下 水 道 

そ の 他 

小　　計 681 △6 10

合　　計 2,336 △7 51 58

区　分 

部　門 

一

般

行

政

部

門 

（各年 4 月 1 日現在） 

△12

　　 
 

1

4

1

3

9

△1

1△1

5

3

△1

1

1

職員派遣による増 
事務統廃合による減 

職員派遣終了による減 

職員の嘱託化による減 

4

12

 

12

医療技術職の業務増による増 
退職者の補充をしなかったことによる減 △6 82

事務職員の臨時職員化による減 

特
別
行
政
部
門 

公
営
企
業
等
部
門 

△3

0

3

増 員 数 減 員 数 平成15年 

13

218

88

299

188

5

39

16

200

1,066

327

263

590

525

52

52

58

687

2,343

事務の所管替えによる減 

企業誘致推進などの業務増による増 

（月額は平成 8 . 1 . 1 改定） 

区　　分　　 月　　額 

給
　
料 

報
　
酬 

期　末　手　当 

 6 月期 12月期 合　計 
市　長 
助　役 

2.1月分  2.3月分  4.4月分 
収入役 
議　長 
副議長 
議　員 

100万　　 円 
  81万　　 円 
  73万　　 円 
  63万　　 円 
  56万5,000円 
  50万　　 円 

職員数は市長や助役などの特別職以外の職員数であり、休職者や派遣職員などを含み、臨時及び非常勤職員を除い
てあります。

（ 9 ）

定員の状況

支給率は、平成16年度・17年度に国に準じて段階的に引き下げます。




